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○庄原市飲料水供給施設整備費補助金交付要綱  

平成 17年３月 31日告示第 95号  

改正  

平成 19年３月 30日告示第 61号  

平成 19年５月 23日告示第 95号  

平成 21年３月 31日告示第 52号  

平成 29年３月 31日告示第 73号  

庄原市飲料水供給施設整備費補助金交付要綱  

（趣旨）  

第１ 条  こ の要 綱 は、 飲用 水 が 不 足 する 地域 の 住宅 及 び集 会施 設 にお い て、飲

用水の供給を目的として、新たにボーリング方式等により水源を整備するもの

に予算の範囲内において補助金を交付し、生活環境の改善を図るため、当該補

助 金 を 交 付 す る こ と に 関 し 庄 原 市 補 助 金 交 付 規 則 （ 平 成 17年 庄 原 市 規 則 第 46

号）に規定するもののほか必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２ 条  こ の要 綱 にお いて 、 次 の 各 号に 掲げ る 用語 の 意義 は、 そ れぞ れ 当該各

号に定めるところによる。  

(１ ) 飲 用 水 が 不 足 す る 地 域  庄 原 市 水 道 事 業 計 画 給 水 区 域 内 の 給 水 可 能な

区域（以下「給水区域」という。）以外の区域で現に生活及び地域自治活動

のための飲料水が不足している地域をいう。ただし、特別な理由があると市

長が認めたときは、この限りでない。  

(２ ) 集会施設  自治振興区等が所有し、地域自治活 動に供する施設 を いう。 

（補助対象施設）  

第３条  補助対象となるボーリング方式等の水源（以下「補助施設」という。）

は、原則として１戸（集会施設は１施設）１補助施設とする。  

２  補助施設は、１日当たり 300リットル以上の水量が安定的に確保でき、かつ、

水質が公的機関の行う飲適検査に適合するものとする。ただし、当該検査に不

適合の場合は、滅菌器の設置を条件とする。  

３  第１ 項 の規 定 にか かわ ら ず、 ２ 戸以 上が 共 同し て １補 助施 設 を整 備 する場

合も、補助対象とすることができるものとする。この場合において前項中「 300
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リットル」とあるのは、「 300リットルに共同で整備する戸数を乗じた水量」

と読み替えるものとする。  

４  前３ 項 の規 定 にか かわ ら ず 、 特 別な 理由 が ある と 市長 が認 め たと き は、こ

の限りでない。  

（補助対象）  

第４ 条  補 助金 の 交付 対象 者 は 、 補 助施 設を 設 置す る 者で あっ て 、次 に 掲げる

要件を満たすものとする。  

(１ ) 市内に住所を有し、居住 していること。ただし、特別な理由があると市

長が認めたときは、この限りでない。  

(２ ) 市税、納付金等を世帯員が滞納していないこと。  

２  集会 施 設に お ける 補助 対 象 者 は 、補 助施 設 を設 置 する 自治 会 、小 集 落、自

治振興区等の地域組織その他市長が認めた組織、団体とする。  

（補助対象経費及び補助率）  

第５ 条  補 助対 象 とな る経 費 （ 以 下 「補 助経 費 」と い う。 ）は 、 補助 施 設を整

備するのに直接必要な経費のみとし、１補助施設当た り 80万円を限度と する。 

２  補助対象とならない経費は、次に掲げるとおりである。  

(１ ) 給水ポンプ関係経費  

(２ ) 貯水槽関係経費  

(３ ) 滅菌器関係経費  

(４ ) 配水管及び送水管関係経費  

(５ ) 住宅及び集会施設内配管関係経費  

(６ ) その他市長が補助対象とならないと認める経費  

(７ ) 他の事業により補助金の対象となる経費  

３  第３ 条 第３ 項 の規 定に よ り 整 備 を行 う場 合 は、 第 １項 中「 80万円 」 とある

のは、「 72万円に共同で整備する戸数を乗じた額」と 読み替えるもの と する。 

４  他の補助事業等の対象となる補助施設については、対象としない。  

５  補助率は、補助経費の２分の１以内（千円未満切捨て）とする。  

（交付申請の手続）  

第６ 条  補 助金 の 交付 を受 け よ う と する 者（ 以 下「 申 請 者 」と い う。 ） は、交

付申請書（様式第１号）に、事業計画書その他市長が必要と認める書類を添え
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て、当該年度の定める日までに市長に提出しなければならない。  

（交付決定）  

第７ 条  市 長は 、 前条 に定 め る 申 請 書を 受理 し たと き は、 その 内容を審査し、

適当と認めたときは、交付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知す

るものとする。  

２  前項 に 定め る 交付決定 の通知を 受け た者 （ 以下 「 交付決定 者 」と い う。）

は、当該決定の通知を受けた後に、補助施設整備に着手するものとする。  

（申請の変更）  

第８ 条  交 付決定 者は 、次 に 掲げ る 事項 に該 当 する に至っ た場 合 は、 直ちに、

事業計画変更承認を受けなければならない。  

(１ ) 補助経費の変更又は申請の取下げ  

(２ ) その他主要な変更事項  

（補助金の交付）  

第９ 条  補 助金 は 、補 助施 設 に つ い て交 付決定 者か ら完了通知が あっ た後、市

長の指定する職員が完了検査を実施し、補助金の額の確定を行った後、交付す

るものとする。  

２  前項 の 規定 に かか わら ず 、 交 付決定 者の 請求に基づき 、市 長 が必 要 と認め

た場合は、補助金の概算交付ができるものとする。  

（交付決定の取消し）  

第 10条  市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、

交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させ

ることができる。  

(１ ) この要綱に違反したとき。  

(２ ) 補助施設の整備方法が妥当性を欠くと認めるとき。  

(３ ) あらかじめ承認を受けないで、工事費を変更し、又は廃止したとき。  

(４ ) 補助金を他の用途に使用したとき。  

(５ ) その他市長が補助するのに不適当と認めたとき。  

（指導監督及び検査）  

第 11条  市 長は 、 交付決定 者 に、 事 業の実施 に 関し て の必 要な報告を求め、若

しくは必要な指示を行い、又は職員をして随時必要な検査をさせることができ
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るものとする。  

（水道事業への加入）  

第 12条  こ の要 綱 によ り、 補 助 施 設 を整 備し た もの が 、後年、 庄 原市 が 整備す

る給水区域に含まれることとなった場合は、３年以内に水道事業へ加入するも

のとする。  

（その他）  

第 13条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め る。  

附  則  

（施行期日）  

１  この告示は、平成 17年３月 31日から施行する。  

（経過措置）  

２  この 告 示の 施 行の 日（ 以 下 「 施 行日 」と い う。 ） の前 日ま で に、 合併前の

庄原市飲料水施設整備補助金交付要綱（平成７年庄原市告示第 24号）、口和町

飲料水緊急確保対策事業補助金交付要綱（平成６年口和町要綱第 10号）、高野

町飲料水供給施設整備費補助金交付規則（平成７年高野町規則第７号）、比和

町飲料水供給施設整備費補助金交付規則（平成６年比和町規則第９号）若しく

は総領町飲料水施設整備補助金交付要綱（平成９年総領町訓令第 11号）又は西

城町のこの告示に相当する規定（以下これらを「合併前の規則等」という。）

の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規

定によりなされたものとみなす。  

３  施行 日 の前 日 まで に、 合併前 の 規則 等の 規 定に よ り交 付決定 を行 っ た補助

金については、なお合併前の規則等の例による。  

附  則（平成 19年３月 30日告示第 61号）  

（施行期日）  

１  この告示は、平成 19年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この 告 示の 施 行の 日の 前 日 ま で に、 改正前 の規 定 によ り交 付決定されたも

のについては、なお従前の例による。  

附  則（平成 19年５月 23日告示第 95号）  

この告示は、公布の日から施行し、改正後の庄原市飲料水供給施設整備費補助



5 

金交付要綱の規定は、平成 19年４月１日から適用する。  

附  則（平成 21年３月 31日告示第 52号）  

（施行期日）  

１  この告示は、平成 21年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この 告 示の 施 行日 の前 日 ま で に 、改正前 の 規定 に より 交付決定され たもの

については、なお従前の例による。  

附  則（平成 29年３月 31日告示第 73号抄）  

（施行期日）  

１  この告示は、平成 29年４月１日から施行する。  

（庄原市飲料水供給施設整備費補助金交付要綱の一部改正に伴う経過措置）  

２  この 告 示の 施 行の 日の 前 日 ま で に、 第２ 条 によ る 改正前の 庄 原市 飲 料水供

給施設整備費補助金交付要綱の規定により交付決定されたものについては、な

お従前の例による。  


